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国立大学法人東京外国語大学 

第１７回経営協議会議事要旨 

 

 

 Ⅰ．日  時：平成 20 年 1 月 30 日（水） 10:00～11:45 

 

  Ⅱ．場  所：如水会館 松風の間(３階) 

 

  Ⅲ．出 席 者：(1)委員：樺山委員、川村委員、木村委員、清水委員、藤田委員、村上委員、 

             亀山委員、酒井委員、高垣委員、和田委員、大塚委員、田山委員、 

             金口委員（以上 12 名） 

 

                (2)陪席者：田多井監事、小林理事、宮崎理事、谷川学長特別補佐、栗田学長

特別補佐 外 

 

 Ⅳ．議  案  １ 平成 20 年度概算要求内示事項について 

                 ２ 平成 19 年度資金運用について 

                 ３ 副学長制度について 

                 ４ 平成 19 年度給与改定について 

   報告事項    １ アクション・プラン 2007 改訂版について 

                 ２ 大学院重点化について 

         ３ ２１世紀ＣＯＥプログラムの最終評価について 

                 ４ 卒業生の就職状況について 

 

 Ⅴ．配付資料 

         １ 国立大学法人東京外国語大学第 16 回経営協議会議事要旨 

                 ２ 平成 20 年度概算要求内示事項について 

                 ３ 平成 19 年度資金運用について 

                 ４ 副学長制度について(案) 

                 ５ 一般職職員の給与法改正に伴う本学の職員給与規程要点及び必要予算額 

                 ６ アクション・プラン 2007 

７ 東京外国語大学大学院地域文化研究科の改組案 

            ８ ２１世紀ＣＯＥプログラム(平成１４年度採択拠点）事後評価結果 

について 

                ９ 卒業生の就職状況について 
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Ⅵ．議  案 

 １．平成 20 年度概算要求内示事項について 

        鈴木会計課長から、配付資料に基づき、文部科学省から内示のあった平成 20 年度予算

に伴う重点事項の概要、平成 20 年度特別教育研究経費予定額等について説明があり、審

議の後、これを承認した。 

引き続き、金口事務局長から、配付資料に基づき、文部科学省から内示のあった平成

20 年度施設整備費事業に伴う異文化交流施設（仮称）について、事業計画の概要及び自

己財源については、平成 16 年度から 18 年度の目的積立金等を充てたい旨説明があり、審

議の後、これを承認した。 

 ２．平成 19 年度資金運用について 

        鈴木会計課長から、配付資料に基づき、平成 19 年度資金運用状況について説明があり、

審議の後、これを承認した。 

３．副学長制度について 

      学長から、配付資料に基づき、大学経営面での機能強化、事務局の位置付けの改善及び

事務局機能の強化等を目的として、副学長の定数を現行の２名から３名とし、事務系職員

を副学長とすること、また、これに伴い役員等に関する規程並びに給与規程を改正したい

旨説明があり、審議の後、これを承認した。 

   引き続き学長から、承認された規程に基づき、2 月 1 日より金口事務局長を副学長に指

名したい旨提案があり、これを承認した。 

４．平成 19 年度給与改定について 

      青島企画担当部長から、配付資料に基づき、平成 19 年人事院勧告に基づき改正された

改正給与法に準拠し、本学の給与規程を昨年 4 月に遡って改訂したい旨の説明があり、審

議の後、これを承認した。 

 

Ⅶ．報告事項 

１．アクション・プラン 2007 改訂版について 

学長から、配付資料に基づき、アクション・プラン 2007 の改訂内容について説明があ

った。 

 

２．大学院重点化について 

和田研究科長から、配付資料に基づき、大学院重点化の趣旨と本学における大学院改組

の進捗状況等について、報告があった。 

 

３．２１世紀ＣＯＥプログラムの最終評価について 

    宮崎理事から、配付資料に基づき、本学において採択された２件の２１世紀ＣＯＥプロ

グラムに係る最終評価について報告があった。 

 

４．卒業生の就職状況について 

    学長から、配付資料に基づき、卒業生の就職状況について説明があり、今後は、把握を

積極的に行いたい旨発言があった。 

 


